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緊急提言 

企業不祥事を乗り越えて  

～持続可能な社会実現に向けた提言～  

趣 旨  

環境経営学会は、2000 年の設立以来、マネジメント・フォー・サステナビリ

ティの確立のため、研究者・経営者・市民の理論的・実証的研究の場を開設し、

幅広い研究活動を行い、その研究成果を実社会に根付かせる普及啓発活動を行

ってきた。  

昨今、東芝、三菱自動車等、また海外ではフォルクスワーゲン等の名だたる

大企業で不祥事が発生し報ぜられている。これらは単なる過失から起きたこと

ではなく多くは意図的に行われたものであり、経営者の倫理感、経営哲学の欠

如をその主たる要因とした公正なガバナンスの欠如から発生している。  

企業不祥事は、経営の根幹である企業の持続的発展を自ら放棄する自殺行為

に等しく、株主、従業員、消費者等のステークホルダーに対する裏切り行為で

あり、さらに社会的損失をもたらすことから刑事罰を科し、損害賠償の責めを

負わせねばならない。  

現代社会における企業の影響力の巨大さに鑑みて由々しき事態であり、長年

にわたりサステナビリティ経営の研究・実践活動を行ってきた当学会として、

到底、看過できるものではない。  

発覚している企業不祥事は大きく分けて二種類に分類されると考える。  

一つ目は、経営者が関与・強要・黙認したと思われるものである。  

二つ目は、旭化成建材のように関連会社の末端でのデータ偽装等、企業トッ

プが多分あずかり知らぬところでの違法行為である。これとてもそうしたこと

を許す企業風土、リスク・マネジメントの欠如、業界風土が原因と思われ、経

営者の責任が免除されるものではない。  

これらが例外的な突発事であるならば、それらの企業を市場から撤退させれ

ば済むことである。しかしながら、20 世紀後半からの先進諸国での企業不祥事

では巨大企業の場合、金融機関のみならず、事業会社を含め  “Too Big to Fail”

ということで公的資金等の投入や様々な支援による救済が行われ、公正な市場

経済を歪めてきた。  

また、新自由主義経済学派の理論の下、株主資本主義を標榜した米国市場に

おいて醸成された利益（return）追求を経営の目的とする経営手法の開発が、

企業理念なき利益追求を求める経営者を輩出させ、強欲資本主義（Greed 

capitalism）とまで呼ばれるようになった。更には、この強欲資本主義は、金

融市場を歪めて、その後の企業不祥事、リーマンショックに象徴される世界市

場を揺るがす金融恐慌に及んだことは記憶に新しいが、こうした風潮が市場経

済や民主主義社会の持続可能性そのものを危機に晒している。  

現在、世界的に発生している企業不祥事は多かれ少なかれ、こうした歪んだ

市場経済、社会情勢を反映した構造的なものであるともいえ、発覚しているも

のは氷山の一角に過ぎない、との懸念を抱かせるものである。  

 ここに当学会の有志が集まり緊急提言する次第である。  
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緊 急 提 言 

 

１．  「企業不祥事」の背景には、最終ユーザーである「消費者」ないし

「需要家」の軽視がある。換言すれば、株主利益偏重主義に陥り、「企業

は一体誰のために、何のために存在するのか」という原点を忘れた経営者

が横行していると言える。経営者は、重要なステークホルダーである最終

ユーザーの立場を徹底的に重視すべきである。  

 

２． 経営者は、少なくとも日本経団連の「企業行動憲章」に則り、行動を律

するべきである。「企業行動憲章」は本来企業経営に当たる者にとって、

普遍的に持つべき常識を謳った経営指針であり、経営者自らの行動規範で

ある。2010 年に日本経団連は、この「企業行動憲章」の抜本的改革を行

った。企業の役割について、1991 年策定以来不変であった「企業は、公

正な競争を通じて利潤を追求するという経済的主体である」を削除し、

「公正な競争を通じて付加価値を創出し、雇用を生み出すなど経済社会の

発展を担う」とする規範に変えた。この改訂後の憲章が遵守されておらず

形骸化しているために企業不祥事が後をたたないといっても過言ではない。

経営者は、同改訂に示された意識の大変革を常に意識し、行動を律するべ

きである。  

 

３．  経営者は、取締役会の権限と責任を明確にすべきである。  

取締役会の権限と責任の明確化に関しては、取締役の相互牽制機能を強化

し、対象が代表取締役であろうと、取締役であろうと、経営行動に疑念を抱

いたときは、社外取締役を待つまでもなく、すべての取締役が倫理観に裏付

けされた自らの信念に基づきこれを差し止める勇気と責任を持たねばならな

い。取締役の善管注意義務と監督・（相互）監視義務の励行を促し、これを

怠った場合は、会社に対する取締役としての忠実義務に違背し、不作為責任

を負うことを、社内規則等で明記すべきである。更に、過怠に対しては、民

事責任や刑事罰の強化などの法改正も検討すべきである。 
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４． 経営者は、「ガバナンス報告書」を、自らの言葉で語るべきである。  

経営者は、2015 年に制定されたコーポレートガバナンス・コード（CG

コード）の精神を深く理解・認識し、「ガバナンス報告書」を中長期の企

業経営目標と整合させ、経営者自らの言葉で語るべきである。  

CG コードは法規制に基づく「規則」ではなく、東京証券取引所に上場し

ている企業が遵守しなければならないソフトローである。すなわち「規制

を基盤（Rule-Based）」としたものではなく、「原則を基盤（Principle-

Based）」としたものであり、「何を」、「何故」、「どこまでやるか」は

経営者自らが判断する極めて重要な経営意思決定であり、レスポンシビリ

ティ(社会に応える対応力)そのものである。  

2015 年度が初年度でありやむを得ない点はあるとしても、発行された

「ガバナンス報告書」の多くは表面的な記述に止まっているように思われ

る。  

東証は XBRL での報告書作成を要求しており、経年比較、他社比較が極

めて容易であることから、数年後には投資家たちからの厳しい見方にさらさ

れることをよく考えるべきである。   

 

５． 機関投資家は、中長期的な企業の持続可能性を判断する実力の向上に注

力すべきである。  

  機関投資家等のサステナビリティや ESG についてのリテラシーは現状

では高いとはいえない状況にある。金融機関を含む機関投資家は「スチュ

ワードシップ・コード」に署名し、早急にコード原則 7 の「中長期的な企

業の持続可能性を判断する実力の向上」に注力すべきである。  

また、機関投資家は、このような実力を向上させた上で、建設的な対話

の中で経営者を監視し、健全な発展に資する提言等を行うことが受託者の

責任であることを深く認識し実行すべきである。実行しないことはフィ

デューシャリー・デューティーに反すると認識・意識しなければならない。  

 

６． 規制当局及び証券取引所は、四半期報告制度を見直すべきである。  

企業不祥事が多発する背景には、短期の利益至上主義がある。これを助

長する可能性の高い四半期報告（四半期決算）制度の廃止を実現させるこ

とを提言したい。また、短期収益偏重とも無関係とは言えない「時価会計

制度のあり方」の検討も必要であろう。  

 

７．  経営者は、短期主義から脱して、中長期的な価値創造とともに持続可能

な発展への貢献を目指す長期目標を策定すべきである。  

例を環境問題にとってみれば、企業は 21 世紀末を見据え、少なくともカ

ーボンについては 2050 年チャレンジ目標を策定し公表すべきである。国連

「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（SDGs）」やパリ協定をみれ

ば、目標を策定公表しないことは企業の社会的責任の放棄である。  

環境省「環境にやさしい企業行動調査（2015 年度）」によればカーボン

について 10 年以上の目標を持つ企業は 9%に止まっている。2050 年に 80%

以上削減という日本が世界に公表した目標を達成するには生産・流通・消

費構造を大きく変更（Innovation, Transformation）させねばならない。し
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かし、現状多くの企業は中期計画と称する 3 年程度の目標しか掲げておら

ず、世界の実力ある企業の常識から見ればかなりかけ離れた対応と言わざ

るを得ない。  

なお、日本企業の場合、目標は「必達」という意味合いが強く、これが

縛りとなって長期目標の作成をより困難にしている面も否定できない。欧

米の  “Goal”は多くの場合優先事項（Priorities）であり、望ましい目標

（Aspirations）の意味合いである。日本企業の経営者は、優先事項又は望

ましい目標として長期目標を掲げるべきである。  

 

８． 経営者は、不正を許さない企業風土の構築に不断の努力を傾注すべきで

ある。  

そのための 1 つの策として、2015 年に 11 年ぶりに大改訂された

ISO14001 の徹底的な活用が望ましい。ツールとしては CSR やサプライチ

ェーンのマネジメントにも使える優れものである。  

ISO14001 改訂版を活用し、経営管理において、本社はガバナンスの方

針・戦略・目標を立て、本社以外、関連会社の末端まで、それに沿った方

針・目標・行動計画を立てさせる。厳正・公正な第三者機関を使い認証取

得させることでガバナンスがマネジメントされていることを担保すべきで

ある。内部管理だけでは不十分である。CSR 調達方針の策定とサプライ・

チェーンに対するデュー・ディリジェンスの実施も必要になる。  

  

９． 公認会計士は、職業的猜疑心を持って監査し、経営者の関与する虚偽表

示を識別・評価するべきである。  

2016 年 1 月、公認会計士協会監査業務審査会は、度重なる会計不祥事を

受けて、「財務諸表監査における不正への対応～不正による重要な虚偽表

示を見逃さないために～」と題する提言を発表した。企業の会計監査人た

る公認会計士は、この提言を真摯に受け止め、経営者が長期的展望に基づ

き、業務を適正に行っているかを、職業的猜疑心をもって厳正に監査し、

経営者が関与する不正による虚偽表示を識別・評価し、企業不祥事を未然

に防ぐ砦としての役割を果たすべきである。  

 

10.  労働組合もまた、経営者の透明性・公正性に目を光らせ、不正を未然に

防ぐための監視を行うことに意を払うべきである。  

                                             

以 上  


